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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．第116期中及び第116期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については潜在株式は存在するも

のの、１株当たり中間(当期)純損失であるため記載していない。 

３．第117期中以後の１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存在していないため記載してい

ない。 

４．第118期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用している。 

回次 第116期中 第117期中 第118期中 第116期 第117期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高(百万円) 410,164 387,264 371,241 840,590 806,899 

経常利益又は経常損失（△）

(百万円) 
3,250 △8,467 △3,436 7,282 △15,038 

中間純利益又は中間(当期)純

損失（△）(百万円) 
△4,372 △15,310 5,025 △1,857 △30,607 

純資産額(百万円) 156,747 145,864 143,890 158,235 136,289 

総資産額(百万円) 505,224 486,853 470,136 466,548 446,812 

１株当たり純資産額(円) 617.04 574.27 555.36 622.55 536.61 

１株当たり中間純利益又は中

間(当期)純損失（△）(円) 
△17.21 △60.28 19.79 △7.71 △120.50 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益(円) 
－ － － － － 

自己資本比率(％) 31.0 30.0 30.0 33.9 30.5 

営業活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△29,993 8,269 △6,634 △6,232 23,590 

投資活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△4,108 △14,603 6,070 △13,861 △25,319 

財務活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
4,558 4,113 27,286 △15,614 △2,811 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高(百万円) 
69,004 61,251 87,937 62,684 60,126 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

33,702 

[8,037] 

33,322 

[4,911] 

28,504 

[5,377] 

34,493 

[7,851] 

30,481 

[6,198] 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

３．第118期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用している。 

回次 第116期中 第117期中 第118期中 第116期 第117期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高(百万円) 223,073 214,660 182,517 448,781 433,121 

経常利益又は経常損失(△）

(百万円) 
△264 △3,227 △2,539 5,923 △4,820 

中間(当期)純利益又は中間

(当期)純損失(△)(百万円) 
△3,402 △9,633 10,796 4,551 △16,723 

資本金(百万円) 34,115 34,115 34,115 34,115 34,115 

発行済株式総数(千株) 254,230 254,230 254,230 254,230 254,230 

純資産額(百万円) 142,892 141,262 144,342 150,833 135,592 

総資産額(百万円) 343,016 341,078 336,780 329,427 330,461 

１株当たり配当額(円) － － － 5.00 － 

自己資本比率(％) 41.7 41.4 42.9 45.8 41.0 

従業員数(人) 7,456 7,385 6,582 7,399 6,602 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はな

い。また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。

なお、臨時雇用者には、嘱託契約及びパートタイマーの雇用者を含み、派遣社員を除いている。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はない。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

民生用機器事業 17,917[2,333] 

産業用機器事業 2,012[  121] 

電子デバイス事業 5,917[1,683] 

ソフト・メディア事業 2,108[1,139] 

その他事業 481[  101] 

全社（共通） 69[  0] 

合計 28,504[5,377] 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 6,582 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当中間連結会計期間の世界経済は、前年に引き続き拡大基調にあり、個人消費も堅調に推移したが、原油価格の

高騰、主要各国の金利上昇等の影響もあり、先行き、景気の減速感は否めない状況になりつつある。また、日本経

済は企業の設備投資意欲は引き続き高く、個人消費も堅調に推移し足元の実体経済は順調に拡大を続けている。 

 当中間連結会計期間の売上高は、国内においては、ソフト・メディア部門の伸長があったものの、民生用機器、

産業用機器の売上減少等により1,134億円余（前年同期比125億円余減・10.0％減）となった。海外は、欧州、アジ

アにおいて前年同期を上回ったが、米州の販売減少により、2,578億円余（前年同期比34億円余減・1.3％減）とな

り、全体の売上高は3,712億円余（前年同期比160億円余減・4.1％減）であった。 

  損益については、営業利益はディスプレイ、デジタルビデオカメラなどの民生デジタル商品や記録メディアの大

幅な売価ダウン及びオーディオ、ブラウン管テレビ等の販売減少が悪化要因となり、購買コストダウン、設計改善

などの原価改善、また構造改革の常態化など事業体質改善により前年同期に対しては改善したものの、６億円余の

損失（前年同期37億円余の損失、前年同期比30億円余の改善）となった。経常利益は、営業外収支が27億円余の損

失となった結果、34億円余の損失（前年同期84億円余の損失、前年同期比50億円余の改善）となった。中間純利益

は、遊休不動産の売却益等もあり50億円余の利益（前年同期153億円余の損失）となった。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。  

①民生用機器事業 

 国内売上は、デジタルビデオカメラが伸長したが、液晶テレビの苦戦、ＤＶＤレコーダーの機種絞込みが影響し

前年同期を下回った。海外売上は、現地通貨ベースで、米州は、Ｄ－ＩＬＡハイブリッドプロジェクションテレビ

やデジタルビデオカメラが伸長したものの、ブラウン管テレビの販売が大きく減少し前年同期を下回った。欧州

は、デジタルビデオカメラ、液晶テレビが大幅に伸長し前年同期を上回った。アジアは、ブラウン管テレビが苦戦

したが、カーエレクトロニクスと中国でデジタルビデオカメラが伸びた結果、前年同期以上の売上を確保した。そ

の結果、当部門の全体売上高は2,723億円余（前年同期2,880億円余・5.4％減）となり、営業利益は、５億円余の利

益となり前年同期の損失から49億円余改善した。 

 ビデオカメラの生産規模は、前年同期比11％減少し170万台となり、また液晶テレビの生産規模は、前年同期比

36％増加し38万台となった。  

②産業用機器事業 

 国内売上は監視カメラシステム等のセキュリティ商品は前年同期を上回ったものの、業務用オーディオ機器が不

振で前年同期を下回った。海外売上はセキュリティ商品が堅調に販売を伸ばし前年同期を上回った。当部門の全体

売上高は294億円余（前年同期313億円余・6.3％減）となった。営業利益は９億円余の損失となり、前年同期比６億

円余の悪化となった。 

③電子デバイス事業 

 ＨＤＤ用モーターが好調に推移し前年同期を上回り、当該部門の全体売上高は167億円余（前年同期143億円余・

16.8％増）となった。営業利益は30百万円余の損失ではあったが、前年同期比では196百万円余損失が減少した。 

④ソフト・メディア事業 

 ビクターエンタテインメントやテイチクエンタテインメントの主力アーティストのヒットに恵まれたが、記録メ

ディアは売価下落等の影響があり、前年並みの売上となった。当部門の全体売上高は503億円余（前年同期510億円

余・1.3％減）となり、営業利益は売価下落により11百万円余となり、前年同期比14億円余減少した。 

ＣＤ・ＤＶＤの生産規模は、前年同期比20％減少し、126百万枚であった。 

⑤その他事業 

 売上高は23億円余（前年同期24億円余）となり、営業利益は７億円余（前年同期２億円余）であった。 

 

所在地別セグメントの業績は以下のとおりである。 

①日本 

 民生用機器のデジタルビデオカメラの好調はあったが、ＤＶＤ・オーディオ・液晶テレビで苦戦した。またソフ

トでは自社アーティストのヒットはあったものの、記録メディアは売価下落で苦戦、加えて産業用機器、電子デバ

イスの落ち込みもあり、売上高は1,301億円余と前年同期を174億円余減収となった。営業利益は、販売減や売価下

落はあったものの、原価改善や固定費の削減により20億円余となり、前年同期比17億円余の増益となった。 

②米州 

 ブラウン管テレビの販売減、ＤＶＤやオーディオの低迷を、デジタルビデオカメラやＤ-ＩＬＡハイブリッドプロ

ジェクションテレビの拡販でカバーできず前年同期比128億円余減の894億円余の売上となり、営業利益も販売減少

等により15億円余の損失と、前年同期比６億円余の悪化となった。 



③欧州 

 液晶テレビやデジタルビデオカメラの好調により、ブラウン管テレビやオーディオの不振をカバーし、1,020億円

余の販売となり前年同期比85億円余の増収となった。営業利益は、５億円余の損失ながら前年同期比25億円余改善

した。 

④アジア 

 民生用機器ではカーエレクトロニクスの増販や中国でのデジタルビデオカメラの伸長により、ブラウン管テレビ

やオーディオの落ち込みをカバーし、また電子デバイスはＨＤＤモーターの伸長があり、アジア全体の売上は496億

円余と前年同期比57億円余の増収となった。しかし、営業利益はＤＶＤやオーディオの生産縮小に伴う生産子会社

の稼動低下により、前年同期の８億円余の利益から５億円余の損失となった。 

（2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動による資金の減少が

66億円余、投資活動による資金の増加が60億円余、財務活動の結果取得した資金は272億円余となり、その結果、当

中間期末資金は平成18年３月期末に比べ278億円余増加し879億円余となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、使用した資金は66億円余（前年同期比差149億円余減）となった。これは主に運転資金の増加が

たな卸資産の減少及び減価償却費を上回ったことによるものである。 

（投資キャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、得られた資金は60億円余（前年同期比差206億円余増）となった。これは有形固定資産及び有価

証券の売却による収入が、有形固定資産の取得を上回ったことによるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、得られた資金は272億円余（前年同期比差231億円余増）となった。これは主に短期及び長期借

入金の増加、並びに、株式貸借取引契約による収入によるものである。また普通社債200億円の償還に伴い新たに普

通社債200億円（期間３年）を発行した。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等  

は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び

受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。 

 このため生産及び販売の状況については、「１．業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関連付

けて示している。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対応すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題はない。

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 



５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発体制は、コーポレートラボの位置付けとなる技術開発本部と各事業グループの技術部より

構成されている。技術開発本部は、コア技術開発センターと先行商品開発センター、民生ＡＶ開発センターを持ち、

中長期的視野にたったコア技術、システム化技術及び次世代デバイス技術などの研究開発とともに、次期商品に必要

なＬＳＩ設計開発技術の蓄積とデジタルＡＶ、マルチメディア、デジタル放送、通信ネットワーク等の各分野におけ

る先行商品技術開発(システム、ハード、ソフト、デバイス)並びに民生ＡＶ商品開発（新規ジャンル、差別化機能、

横断的ＡＶシステムソリューション）を担当、また事業グループの技術部門では商品化設計を担当し、互いに緊密な

連携を図っている。海外は、米国研究所及びシンガポールＲ＆Ｄセンターにおいて、主にデジタルテレビ関連のソフ

ト開発をはじめとしてネットワーク関連技術開発を担当し、国際的な研究開発体制強化を図っている。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は184億円余(連結売上高比 5.0％)であった。 

「民生用機器事業」 

 当事業に係る研究開発費は127億円余(売上高比 4.7％)で、主な研究開発成果をあげると次のとおりである。 

① フルハイビジョンシリーズのサイズバリエーションを広げ、多様化するユーザーニーズに応える新開発「0.7

インチフルハイビジョン“D-ILA”デバイス（水平1920×垂直1080=約207万画素タイプ）」３枚を使用した

52V型の地上・BS・110度CSデジタルハイビジョンハイブリッドプロジェクションテレビ「HD-52MH700」の商

品化開発。 

② 新開発「小型0.7インチフルハイビジョンD-ILAデバイス（水平1920×垂直1080=約207万画素タイプ）」３枚

を使用したTrue 1080p HD-ILA プロジェクションテレビHD-70/61/56FH97（RS232C付き）、HD-70/61/56FN97

の商品化開発（北米で発売）。 

③ 高精細なデジタルハイビジョン映像をありのままの美しさで楽しめるフルハイビジョンパネルを搭載した地

上・BS・110 度CSデジタルハイビジョン液晶テレビ“EXE（エグゼ）”シリーズ３モデル、46V型「LT-

46LH800」、42V型「LT-42LH800」、37V型「LT-37LH800」の商品化開発。 

④ 通常1秒間60コマで構成されている映像を高精度補間アルゴリズムで120コマの映像にして映し出す独自開

発・世界最速の「高速液晶パネル」を搭載し、動きの速い映像でも “残像感が目立たないくっきりした映

像”を楽しめる地上・BS・110度CSデジタルハイビジョン液晶テレビ “EXE（エグゼ）” シリーズ２モデ

ル、37V型「LT-37LC85」、32V型「LT-32LC85」の商品化開発。 

⑤ ハードディスク内蔵型ビデオカメラとして業界初の「3CCDカメラシステム」を搭載した高画質モデル「GZ-

MG505」、並びに20GBのHDDと133万画素CCDを搭載するとともに、業界最高の明るさの「F1.2レンズ」と「光

学15倍ズームレンズ」を採用した“Everio”のエントリーモデル「GZ-MG47」の商品化開発。 

⑥ 業界最高の明るさの「F1.2レンズ」と「光学15倍ズームレンズ」に133万画素メガピクセルCCDを組み合わせ

たスタイリッシュ＆スリムボディのデジタルビデオカメラ“ベビームービー”「GR-D650」の商品化開発。 

⑦ ウッドコーンとして最大口径の新設計14.5cm振動板を採用し、「木のぬくもりを感じるあたたかい音」を奏

でる“ウッドコーンスピーカー”フラッグシップモデル「SX-WD500」の商品化開発。 

⑧ 前面入力端子にデジタルオーディオプレーヤー（全メーカー対応）を接続し再生すると、自動的に電源が入

り、ソースを切り替えて音楽再生をはじめる“QP（クイック・ポータブル）リンク”や、触れるたびにディ

スプレイの光がクリスタルトレイや接続ボタンと連動して変化する「新タッチイルミネーション」を搭載

し、CD、MD、カセット、チューナーすべてのソースをコンパクトなボディに凝縮したマイクロコンポーネン

トMDシステム「UX-QX1」の商品化開発。 

⑨ 512MB のフラッシュメモリー内蔵により、音楽を手軽に保存したり、デジタルオーディオプレーヤー（DAP）

に高速転送して楽しめるマイクロコンポーネントMDメモリーシステム“メモリーリップラップ”「UX-QM7」

の商品化開発。 

⑩ お気に入りの音楽をマーキングしてすぐに再生できる「お気に入り（FAVORITE）」キーを採用するととも

に、録音レベルインジケーター搭載によりダイレクトレコーディング機能をサポートするデジタルオーディ

オプレーヤー“alneo（アルネオ）”「XA-F112/F52」の２機種９モデルの商品化開発。 



⑪ DVDオーディオや高音質・高画質のDivX ファイルに対応するなどAV機能を充実させるとともに、MP3/WMAの曲

名情報や操作設定項目の日本語表示にも対応した、6.5型ワイドモニター一体型の車載用DVD/CDレシーバー

「KWAVX700」他、計6機種10モデル」の商品化開発。 

⑫ 5.1chサラウンドデコーダー内蔵のモニター一体型DVDレシーバー「KW-AVX700」との組み合わせで臨場感豊か

なシアターサウンドを実現する、アンプ付属車載用センタースピーカーシステム「CS-PCN100」の商品化開

発。 

⑬  耳にやさしく装着できる低反発イヤーピースと密閉構造の採用により、音漏れや外部音を低減するととも

に、デジタルオーディオを迫力の高音質サウンドで再生するアウトドア用ヘッドホン“マシュマロ”「HP-

FX33」の商品化開発。 

  

「産業用機器事業」 

当事業に係る研究開発費は26億円余(売上高比 8.7％)で、主な研究開発成果をあげると次のとおりである。 

① 駅や球場などの屋外公共施設の監視用途向けに、水平解像度540本とともに万が一の破壊行為にも耐えうる堅

牢な耐衝撃性を兼ね備えた、屋外ドーム型カラービデオカメラ「TK-S215VPシリーズ」の商品化開発。 

② アンテナを本体に内蔵した小型軽量のポケットサイズながら、高い機動性と明瞭な通話を実現することで、

ファミリーレストランやドラッグストア等の店舗におけるスタッフ間の円滑なコミュニケーションをサポー

トする、業務用ワイヤレスインターカムシステム “スマートインターカム”「WT-T500 シリーズ」の商品化

開発。 

③ 高音質デジタル音源による46種類の多彩な楽曲を内蔵するとともに音源の追加や書換えにも対応し、事前に

設定した週間/ 年間のタイムスケジュールで出力できる、学校・オフィス・工場等の館内放送の始業/就業時

刻合図に最適な業務用デジタルプログラムチャイム「PA-DT600」の商品化開発。 

④ 店頭セールスプロモーション市場向けに、大画面ディスプレイとの組み合わせで高画質プロモーションを実

現し、更に高音質＆大型スピーカー搭載により、音声プロモーションにも威力を発揮するメモリーカードプ

レーヤー“パブリオ サウンドプラス”「TX-V1」の商品化開発。 

「電子デバイス事業」 

 当事業に係る研究開発費は14億円余(売上高比 8.8％)で、主な研究開発成果をあげると次のとおりである。 

① 低コスト、セミアディティブ工法による薄型・高密度基板「VIL－HD」の商品化開発と、カメラモジュール基

板を軸とする高密度モジュール基板の本格的な量産展開。 

② 今後の成長が期待される車載用ＤＶＤプレーヤー向けに、高耐熱性・不要輻射対策不要の自励タイプＬＤを搭

載した光ピックアップの商品化開発。 

③  新規顧客向け業界トップクラスの高品質3.5”ＨＤＤ用スピンドルモーター、高耐衝撃強度の2.5"及び1.8"Ｈ

ＤＤ用スピンドルモーター、並びにウルトラスリムＯＤＤ対応9.5mm新構造スピンドルモーターの商品化開

発。 

「ソフト・メディア事業」 

 当事業に係る研究開発費は12億円余(売上高比 2.6％)で、主な研究開発成果をあげると次のとおりである。 

① 従来の片面1 層DVD-Rディスクと比べて約1.8倍の8.5GB（ギガバイト）の片面記憶容量を実現、標準的な録画

モードでの215分長時間連続録画を可能とし、8倍速記録に対応することで、対応レコーダーでハードディスク

に標準モードで約215分録画した内容を、約15分で高速ダビング（高速ムーブ）できる、高画質・長時間録画

に適した映像録画用（直径12cm）片面2層記録型DVD-R DL（Dual Layer）ディスク「VD-R215PA（単品）」

「VD-R215PA3（３枚パック）」２モデルの商品化開発。 

② 従来のビデオカメラ用片面1層DVD-Rディスクと比べて約1.8倍の2.6GB（ギガバイト）の片面記憶容量を実現

し、DVDビデオカメラの標準的な録画モードで使用した場合、約55分間の連続撮影を可能とする、業界初のビ

デオカメラ用（直径8cm）片面2層記録型DVD-R DL（Dual Layer）ディスク「VD-R55A（単品）」「VD-R55A3（3

枚パック）」２モデルの商品化開発。 



「その他事業」 

 当事業に係る研究開発費は3億円余(売上高比 13.8％)である。 

上記成果に加え、映像関連分野では、スタイリッシュなテーブルトップデザインはそのままに、奥行きサイズ

を従来から大幅に縮小できるプロジェクションテレビ用映像投射システム「スリムファンクション光学エンジ

ン」を開発した。また、放送局用HDカメラで実績のある「FUJINON レンズ」を家庭用ビデオカメラ用に初採用

し、業界で初めて、3CCDシステムの優れた色再現性を活かしながらフルハイビジョン（1920×1080i）を実現する

「フルハイビジョン3CCDカメラシステム」を開発した。 

また音関連技術の開発として、リスナーの前面近くに設置した1台のスピーカーボックスによる小音量の再生音声

に独自デジタル信号処理を施すことで、周囲・近隣への音漏れを気にせず、マルチチャンネルスピーカーと同等

の迫力サラウンド音声を楽しめる、簡単・手軽な２chフロントサラウンドシステム「ニアスピーカー・サラウン

ド」技術を開発した。また、1967年の球型スピーカー「GB-1」の発売以来、自然で理想的な音場再生を実現する

“理想音源”の研究を続けており、今回、その“理想音源”に近い性能を持つ「呼吸球式スピーカー

（Pulsating Sphere）」を開発した。 

またこの他にも、次世代光ディスク関連技術や次世代映像関連技術等について学会発表を行なったほか、今後

の情報家電本格展開に向けて、各分野にわたる技術検討を推進している。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 800,000,000 

計 800,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 254,230,058 254,230,058 

㈱東京証券取引所市場

第一部 

㈱大阪証券取引所市場

第一部 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 254,230,058 254,230,058 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
－ 254,230 － 34,115 － 67,216 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．上記には信託業務に係る株式が次のとおり含まれている。 

 （注）２．住友信託銀行株式会社から平成16年８月13日付で大量保有報告書に関する変更報告書の提出があり、平成16

年７月31日現在で次のとおり株式を所有している旨の報告を受けているが、当中間期末現在における当該法

人名義の実質所有株式の確認ができない為、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

 平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

松下電器産業株式会社 大阪府門真市大字門真1006番地 133,227 52.40 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11番３号 12,528 4.93 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,424 3.31 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 7,199 2.83 

住友信託銀行株式会社 
大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33

号 
4,959 1.95 

MORGAN STANLEY & CO. INTERNATIONAL LIMITED 

(常任代理人 モルガン・スタンレー証券会社) 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF, 

LONDON,U.K. 

(東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号) 

3,714 1.46 

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番12号 2,500 0.98 

STATE STREET BANK & TRUST CO. 

(常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀

行) 

P.O.Box 351 Boston Massachusetts  

02101 U.S.A. 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

2,222 0.87 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,801 0.71 

クレディ・スイス証券株式会社 東京都港区六本木１丁目６番１号 1,693 0.67 

計 － 178,268 70.12 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社   12,528千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社   8,424千株 

住友信託銀行株式会社   4,959千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社   2,500千株 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33号 12,282 4.83 



 （注）３．野村證券株式会社及びその共同保有者４者から平成18年6月15日付で大量保有報告書に関する変更報告書の

提出があり、平成18年5月31日現在で次のとおり株式を所有している旨の報告を受けているが、当中間期末

現在における当該法人名義の実質所有株式の確認ができない為、上記「大株主の状況」では考慮していな

い。 

（注）４．ゴールドマン・サックス證券会社東京支店及びその共同保有者３者から平成18年10月13日付で変更報告書の

提出があり、平成18年9月30日現在で次のとおり株式を所有している旨の報告を受けているが、当中間期末

現在における当該法人名義の実質所有株式の確認ができない為、上記「大株主の状況」では考慮していな

い。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株（議決権の数9個）含まれ

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 665 0.26 

NOMURA INTERNATIONAL PLC 
Nomura House 1,St.Martin's-le Grand Lon

don,U.K. 
233 0.09 

NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL,INC. 
2 World Financial Center,Building B Ne

w York, N.Y.,U.S.A. 
183 0.07 

NOMURA HOLDING AMERICA INC. 
2 World Financial Center,Building B Ne

w York, N.Y.,U.S.A. 
183 0.07 

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋１丁目12番１号 14,183 5.58 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

Goldman Sachs (Japan)Ltd. 

英国領 バージン・アイランド、トルトラ、

ロード・タウン、ロマスコ・プレイス、ウ

ィックハムズ・ケイ１、私書箱3140 

1,413 0.56 

Goldman Sachs International 
Peterborough Court,133 Fleet Street, Lo

ndon,U.K. 
10,743 4.23 

Goldman Sachs Asset Management,L.P. 32 Old Slip, New York,N.Y.,U.S.A. 608 0.24 

Goldman Sachs & Co. 85 Broad Street, New York,N.Y.,U.S.A. 7,036 2.77 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     257,000 － 
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 252,989,000 252,989 同上 

単元未満株式 普通株式     984,058 － 同上 

発行済株式総数 254,230,058 － － 

総株主の議決権 － 252,989 － 



ている。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本ビクター株式会社 
横浜市神奈川区守屋

町３丁目12番地 
257,000   － 257,000 0.10 

計 － 257,000   － 257,000 0.10 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 773 682 599 597 573 641 

最低（円） 667 582 540 502 518 565 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

  役職の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 
所有株式数 
(千株)  

異動年月日

専務取締役  

  

国内・海外民生営

業担当 兼 グロ

ーバルマーケティ

ング本部長 兼 

民生商品戦略担当  

  

専務取締役  

  

国内・海外民生営

業担当 兼 グロ

ーバルマーケティ

ング本部長 

  

  

佐藤 国彦   3  
平成18年  

10月１日  

 常務取締役 

  

経営企画担当 兼 

経営企画部長 兼 

グローバルプロキ

ュアメント戦略担

当 兼 ホームＡ

Ｖ事業グループ統 

括 

  

常務取締役  

  

経営企画担当 兼 

経営企画部長 兼 

グローバルプロキ

ュアメント戦略・

環境担当 

  

 

  

斉藤 五郎   4 
平成18年  

10月１日  

 取締役 

  

カーエレクトロニ

クス事業グループ

統括 兼 ホーム

ＡＶ事業グループ 

ホームストレージ

部長 兼 環境担

当 

  

取締役  

  

ホームＡＶ事業グ

ループ統括 兼 

同事業グループ 

ホームストレージ

部長 兼 カーエ

レクトロニクス事

業グループ統括 

  

三村 益一郎   5 
平成18年  

10月１日  



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     61,251 87,937   60,126 

２．受取手形及び売掛
金 

    117,207 114,687   103,134 

３．たな卸資産     132,775 109,285   119,095 

４．その他     50,784 42,236   40,225 

５．貸倒引当金     △3,702 △3,527   △4,064 

流動資産合計     358,316 73.6 350,620 74.6   318,517 71.3

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物及び構築物   31,259   29,422 30,081   

２．機械装置及び運
搬具 

  19,469   18,526 19,314   

３．工具・器具及び
備品 

  14,067   13,319 14,749   

４．土地   25,255   24,340 25,119   

５．建設仮勘定   8,915 98,966 20.3 9,452 95,061 20.2 8,120 97,385 21.8

(2）無形固定資産     5,342 1.1 4,704 1.0   5,390 1.2

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券 ※2,3 12,200   9,969 14,956   

２．その他   12,920   10,434 11,446   

３．貸倒引当金   △893 24,227 5.0 △749 19,654 4.2 △883 25,518 5.7

固定資産合計     128,536 26.4 119,420 25.4   128,294 28.7

Ⅲ 繰延資産            

 社債発行費   －   95 －   

 繰延資産合計     － － 95 0.0   － －

資産合計     486,853 100.0 470,136 100.0   446,812 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    90,710 68,824   79,749 

２．短期借入金     67,741 75,097   63,460 

３．一年内返済予定長
期借入金 

    － 4,737   － 

４．一年内償還予定社
債 

    20,000 10,000   20,000 

５．未払費用     73,631 68,041   60,633 

６．製品保証引当金     5,564 5,303   5,767 

７．返品調整引当金     1,789 1,811   1,869 

８．その他  ※３   18,915 18,666   17,110 

流動負債合計     278,353 57.1 252,482 53.7   248,590 55.6

Ⅱ 固定負債           

１．社債     10,000 20,000   10,000 

２．長期借入金     30,271 39,061   30,214 

３．退職給付引当金     15,986 10,181   12,606 

４. 繰延税金負債     － 2,501   4,187 

５．その他     3,053 2,020   1,738 

固定負債合計     59,311 12.2 73,764 15.7   58,746 13.2

負債合計     337,665 69.3 326,246 69.4   307,337 68.8

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     3,324 0.7 － －   3,184 0.7

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     34,115 7.0 － －   34,115 7.6

Ⅱ 資本剰余金     67,216 13.8 － －   67,216 15.0

Ⅲ 利益剰余金     60,463 12.4 － －   45,166 10.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    4,647 1.0 － －   6,246 1.4

Ⅴ 為替換算調整勘定     △20,392 △4.2 － －   △16,256 △3.6

Ⅵ 自己株式     △187 △0.0 － －   △199 △0.0

資本合計     145,864 30.0 － －   136,289 30.5

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    486,853 100.0 － －   446,812 100.0 

           

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 （純資産の部）                     

 Ⅰ 株主資本                      

  １．資本金     － －   34,115 7.2   － － 

  ２．資本剰余金     － －   67,216 14.3   － － 

  ３．利益剰余金     － －   50,191 10.7   － － 

  ４．自己株式     － －   △205 △0.0   － － 

   株主資本合計     － －   151,317 32.2   － － 

 Ⅱ 評価・換算差額等                      

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   3,616 0.8   － － 

  ２．繰延ヘッジ損益     － －   549 0.1   － － 

  ３．為替換算調整勘定     － －   △14,439 △3.1   － － 

   評価・換算差額等合
計 

    － －   △10,272 △2.2   － － 

 Ⅲ 少数株主持分     － －   2,845 0.6   － － 

   純資産合計     － －   143,890 30.6   － － 

   負債純資産合計     － －   470,136 100.0   － － 

                      



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     387,264 100.0 371,241 100.0   806,899 100.0 

Ⅱ 売上原価     263,645 68.1 251,595 67.8   551,260 68.3

売上総利益     123,618 31.9 119,646 32.2   255,639 31.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   127,351 32.9 120,330 32.4   262,530 32.6

営業損失     3,733 △1.0 684 △0.2   6,890 △0.9

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   248   483 640   

２．受取配当金   213   307 245   

３．連結調整勘定償却
額 

  －   － 3   

４．公的補助金収入   350   85 517   

５．その他   596 1,408 0.4 549 1,426 0.4 859 2,266 0.3

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   1,456   1,854 3,039   

２．連結子会社の仮決
算に伴う調整額 

※２ 1,451   － 1,451   

３．その他   3,234 6,142 1.6 2,324 4,178 1.1 5,923 10,414 1.3

経常損失     8,467 △2.2 3,436 △0.9   15,038 △1.9

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※３ 1,464   11,938 3,193   

２．投資有価証券売却
益 

  2   2,452 2   

３．貸倒引当金戻入益   233   － 211   

４．関係会社株式売却
益 

  －   528 －   

５．その他   18 1,718 0.4 23 14,941 4.0 18 3,424 0.5

            

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※４ 349   292 729   

２．投資有価証券評価
損 

  314   138 299   

３．海外工場構造改善
費用 

  －   759 2,465   

４．役員退職慰労金   42   － 42   

５．特別退職金 ※５ 6,580   － 6,544   

６．たな卸資産廃棄損   －   2,194 －   

７．在外子会社減損損
失 

  －   1,055 －   

８．その他   157 7,444 1.9 77 4,517 1.2 405 10,487 1.3

税金等調整前中間
純利益又は税金等
調整前中間(当期)
純損失(△) 

    △14,193 △3.7 6,988 1.9   △22,101 △2.7

法人税、住民税及
び事業税 

  2,084   2,143 2,862   

法人税等調整額   △624 1,460 0.4 160 2,304 0.6 6,266 9,128 1.2

少数株主利益又は
少数株主損失(△) 

    △343 △0.1 △341 △0.1   △622 △0.1

中間純利益又は中
間(当期)純損失
(△) 

    △15,310 △4.0 5,025 1.4   △30,607 △3.8

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

    

前中間連結会計期間 
  

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     67,216   67,216 

Ⅱ 資本剰余金減少高           

 １. 自己株式処分差損   0  0 0  0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    67,216   67,216 

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     77,145   77,145 

Ⅱ 利益剰余金減少高           

１. 中間（当期）純損失   15,310   30,607   

２. 配当金   1,270   1,270   

３. 役員賞与   100   100   

４. 自己株式処分差損   0 16,681 0 31,979 

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    60,463   45,166 

            



  

中間連結株主資本等変動計算書 

  当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
         （百万円） 

34,115 67,216 45,166 △199 146,298 

中間連結会計期間中の変動額           

 中間純利益     5,025   5,025 

 自己株式の取得       △7 △7 

 自己株式の処分       1 1 

 自己株式処分差額     △0   △0 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合
計        （百万円） 

－ － 5,025 △6 5,019 

平成18年９月30日 残高 
       （百万円） 

34,115 67,216 50,191 △205 151,317 

 評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計 

 
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日 残高 
        （百万円） 

6,246 － △16,256 △10,009 3,184 139,474 

中間連結会計期間中の変動額             

 中間純利益       5,025 

 自己株式の取得       △7 

 自己株式の処分       1 

 自己株式処分差額       △0 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△2,630 549 1,817 △263 △339 △602 

中間連結会計期間中の変動額合
計      （百万円） 

△2,630 549 1,817 △263 △339 4,416 

平成18年９月30日 残高 
      （百万円） 

3,616 549 △14,439 △10,272 2,845 143,890 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

    

税金等調整前中間純利益
又は税金等調整前中間
（当期）純損失(△) 

  △14,193 6,988 △22,101 

減価償却費   10,617 10,709 24,044 

退職給付引当金の増減額
（△減少） 

  △451 △2,562 △3,977 

貸倒引当金の増減額（△
減少） 

  △291 △207 △46 

受取利息及び受取配当金   △461 △791 △886 

支払利息   1,456 1,854 3,039 

投資有価証券売却益   △2 △2,452 △2 

関係会社株式売却益   － △528 － 

有形固定資産売却益    － △11,938 － 

在外子会社減損損失     － 1,055 － 

売上債権の増減額（△増
加） 

  △7,199 △9,960 10,465 

たな卸資産の増減額（△
増加） 

  △5,681 11,875 11,759 

仕入債務の増減額（△減
少） 

  18,598 △11,727 5,040 

その他   9,546 4,548 2,919 

小計   11,937 △3,138 30,256 

利息及び配当金の受取額   461 791 886 

利息の支払額   △1,433 △1,819 △3,017 

法人税等の支払額   △2,695 △2,468 △4,534 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  8,269 △6,634 23,590 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

    

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △15,693 △10,020 △27,525 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  3,061 13,215 6,516 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △1 △21 △52 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  21 2,896 36 

連結の範囲の変更を伴う
子会社株式の売却による
収入  

  － 593 － 

その他   △1,990 △592 △4,295 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △14,603 6,070 △25,319 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

    

短期借入金の純増加額   32,482 9,928 25,994 

長期借入金による収入   30,000 13,500 30,000 

長期借入金の返済による
支出 

  △20,065 △71 △20,133 

社債の発行による収入   － 19,901 － 

社債の償還による支出   △36,120 △20,000 △36,120 

株式貸借取引契約による
収入  

  － 4,430 － 

配当金の支払額   △1,270 － △1,270 

少数株主への配当金の支
払額 

  △500 △31 △501 

ファイナンス・リース債
務の返済 

  △404 △364 △759 

その他   △9 △6 △21 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  4,113 27,286 △2,811 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

  787 816 1,982 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
（△減少） 

  △1,432 27,539 △2,558 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  62,684 60,126 62,684 

Ⅶ 新規連結子会社による現金及
び現金同等物の影響額 

  － 271 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

 ※１ 61,251 87,937 60,126 

      



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数は74社であ

る。 

連結子会社のうち国内連結子

会社は19社、在外連結子会社

は55社であり、うち主なもの

はビクターエンタテインメン

ト㈱、US JVC CORP.及びJV

C (U.K.) LIMITEDである。 

当中間連結会計期間におい

て、JVC INTERNATIONAL (EURO

PE) LIMITEDが清算結了したこ

とにより連結子会社の数は当

中間連結会計期間で１社減少

している。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数は71社であ

る。 

連結子会社のうち国内連結子

会社は15社、在外連結子会社

は56社であり、うち主なもの

はビクターエンタテインメン

ト㈱、US JVC CORP.及びJV

C (U.K.) LIMITEDである。 

当中間連結会計期間におい

て、従来非連結子会社であっ

たJVC Schweiz AGを重要性が

増したため連結の範囲に含め

ることとした。また、㈱ビク

ター・データ・システムズを

吸収合併したこと、ビクター

レジャーシステム㈱を売却し

たことにより連結子会社の数

は当中間連結会計期間で１社

減少している。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数は72社であ

る。 

連結子会社のうち国内連結子

会社は17社、在外連結子会社

は55社であり、うち主なもの

はビクターエンタテインメン

ト㈱、US JVC CORP.及びJV

C (U.K.) LIMITEDである。 

当連結会計年度において、JV

C INTERNATIONAL (EUROPE) LIM

ITED、カナリヤ電子工業㈱、ビ

クター小山電子㈱が清算結了し

たことにより連結子会社の数は

当連結会計年度で３社減少して

いる。 

(2）主要な非連結子会社の名称 

ビクター興産㈱ 

非連結子会社は、総資産、売

上高、中間純損益及び利益剰

余金等からみてもいずれも小

規模であり、全体としても中

間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさない。 

(2）主要な非連結子会社の名称 

同左 

(2）主要な非連結子会社の名称 

ビクター興産㈱ 

非連結子会社は、総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰

余金等からみてもいずれも小

規模であり、全体としても連

結財務諸表に重要な影響を及

ぼさない。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法の適用に該当する関連

会社は有しない。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)         同左  

２．持分法の適用に関する事項 

(1)         同左 

(2）持分法を適用しない非連結子

会社はビクター興産㈱他24

社、関連会社はJVC通広北京技

術中心他６社であり、これら

の関係会社については持分法

の適用による中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であるため持分法の適用

から除外している。 

(2）持分法を適用しない非連結子

会社はビクター興産㈱他19

社、関連会社はJVC通広北京技

術中心他５社であり、これら

の関係会社については持分法

の適用による中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であるため持分法の適用

から除外している。 

(2）持分法を適用しない非連結子

会社はビクター興産㈱他23

社、関連会社はJVC通広北京技

術中心他６社であり、これら

の関係会社については持分法

の適用による連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であるため持分法の適用

から除外している。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうちJVC Entertain

ment,Inc.、JVC INDUSTRIAL AME

RICA,INC.、JVC INDUSTRIAL D

E MEXICO,S.A.DE C.V.、JVC D

E MEXICO,S.A.DE C.V.、JVC D

O BRASIL LTDA.、傑偉世(中国)

投資有限公司、広州JVC電器有限

公司、上海JVC電器有限公司、北

京JVC電子産業有限公司、福建JV

C電子有限公司及び傑偉世建興国

際有限公司の中間決算日は６月 

30日であり、中間連結財務諸表

の作成に当たっては、従来は同

日現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については連結

上必要な調整を行っていたが、

連結財務情報を適切に開示・管

理するため、当中間連結会計期

間から上記連結子会社において

中間連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく中間財務諸表を

使用している。この変更により

生じた中間連結会計期間外損益

については、営業外費用に含め

て計上している。その他の連結

子会社の決算日は中間連結決算

日と同一である。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうちJVC Entertain

ment,Inc.、JVC INDUSTRIAL D

E MEXICO,S.A.DE C.V.、JVC D

E MEXICO,S.A.DE C.V.、JVC D

O BRASIL LTDA.、傑偉世(中国)

投資有限公司、広州JVC電器有限

公司、上海JVC電器有限公司、北

京JVC電子産業有限公司、福建JV

C電子有限公司及び傑偉世建興国

際有限公司の中間決算日は６月 

30日である。 

中間連結財務諸表の作成に当た

って、これらの連結子会社につ

いては、中間連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく中間財

務諸表を使用している。 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうちJVC Entertain

ment,Inc.、JVC DE MEXICO,S.A.

DE C.V.、JVC DO BRASIL LTD

A.、傑偉世(中国)投資有限公

司、広州JVC電器有限公司、上海

JVC電器有限公司、北京JVC電子

産業有限公司、福建JVC電子有限

公司及び傑偉世建興国際有限公

司の決算日は12月31日であり、

連結財務諸表の作成に当たって

は、従来は同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については連

結上必要な調整を行っていた

が、連結財務情報を適切に開

示・管理するため、当連結会計

年度から上記連結子会社におい

て連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用し

ている。この変更により生じた

連結会計期間外損益について

は、営業外費用に含めて計上し

ている。また、JVC INDUSTRIA

L AMERICA,INC.については、当

連結会計年度より決算日を12月 

31日から３月31日に変更し、15

ヶ月間決算としている。その他

の連結子会社の決算は連結決算

日と同一である。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）有価証券の評価基準及び評価

方法 

その他有価証券については、

時価のあるものは中間連結決

算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)、時価

のないものは移動平均法によ

る原価法によっている。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）有価証券の評価基準及び評価

方法 

その他有価証券については、

時価のあるものは中間連結決

算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)、時

価のないものは移動平均法に

よる原価法によっている。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）有価証券の評価基準及び評価

方法 

その他有価証券については、

時価のあるものは連結決算日

の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）、時価

のないものは移動平均法によ

る原価法によっている。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）デリバティブの評価基準 

時価法によっている。 

(2）デリバティブの評価基準 

同左 

(2）デリバティブの評価基準 

同左 

(3）たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

主として総平均法に基づく原

価法によっている。 

(3）たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

同左 

(3）たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

同左 

(4）固定資産の減価償却方法 

イ．有形固定資産 

主として資産の経済的若し

くは機能的な実情を考慮し

て決定した耐用年数（法定

耐用年数を20％～40％短

縮。）に基づき、定率法に

よっているが、在外子会社

の一部は定額法によってい

る。 

(4）固定資産の減価償却方法 

イ．有形固定資産 

同左 

(4）有形固定資産の減価償却方法 

イ．有形固定資産 

同左 

ロ．無形固定資産 

定額法によっている。な

お、販売用製品機器組込ソ

フトウェアについては、関

連製品のライフサイクルに

おける見込販売数量の動向

を勘案し、製品群別見込販

売可能期間（３年以内）に

基づく定額法、自社利用の

ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間

（３～５年）に基づく定額

法によっている。 

ロ．無形固定資産 

同左 

ロ．無形固定資産 

同左 

(5）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額

を計上している。 

(5）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

同左 

(5）重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

ロ．投資評価引当金 

市場価格のない関係会社等

に係る株式を対象とし、当

該株式の実質価額の低下額

を基礎として設定してい

る。なお、中間連結貸借対

照表上は、「投資有価証

券」に含まれる株式から当

該引当金を控除して表示し

ている。 

ロ．投資評価引当金 

同左 

ロ．投資評価引当金 

市場価格のない関係会社等に

係る株式を対象とし、当該株

式の実質価額の低下額を基礎

として設定している。なお、

連結貸借対照表上は、「投資

有価証券」に含まれる株式か

ら当該引当金を控除して表示

している。 

ハ．製品保証引当金 

販売製品に係る一定期間内

の無償サービスを対象と

し、無償サービス実績率に

基づいて算定した金額をも

って設定している。 

ハ．製品保証引当金 

同左 

ハ．製品保証引当金 

同左 

ニ．返品調整引当金 

コンパクトディスク、音楽

テープ及びビデオディスク

等の販売製品の返品実績率

等に基づいて設定した返品

損失見込額をもって設定し

ている。 

ニ．返品調整引当金 

同左 

ニ．返品調整引当金 

同左 

ホ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる金額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異

については、15年による按

分額を費用処理している。

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理している。過去勤務債務

の額は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）によ

る定額法によっている。 

ホ．退職給付引当金 

同左 

ホ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計期間末において発生してい

ると認められる金額を計上し

ている。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理している。数理計

算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費

用処理している。過去勤務債

務の額は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定

額法によっている。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(6）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。

なお、在外子会社等の資産及

び負債は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し換算

差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘

定に含めて計上している。 

(6）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。

なお、在外子会社等の資産及

び負債は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し換算

差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び少数株主

持分に含めて計上している。 

(6）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し

換算差額は少数株主持分及び資

本の部における為替換算調整勘

定に含めて計上している。 

(7）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

(7）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(7）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(8）重要なヘッジ会計の方法 

1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

いる。なお、為替予約につ

いては振当処理の要件を満

たしている場合は振当処理

を、金利スワップについて

は特例処理の要件を満たし

ている場合は、特例処理を

採用している。 

(8）重要なヘッジ会計の方法 

1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(8）重要なヘッジ会計の方法 

1）ヘッジ会計の方法 

同左 

2）ヘッジ手段とヘッジ対象 2）ヘッジ手段とヘッジ対象 2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約及び

通貨オプショ

ン 

金利スワップ 

 外貨建営業債

権債務及び外

貨建予定取引 

社債 

同左 同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

3）ヘッジ方針 

内規に基づき、為替変動リ

スク及び金利変動リスクを

ヘッジしている。為替予約

及び通貨オプションについ

ては原則として１年を超え

る長期契約は行わず、実需

のみの契約を行う方針であ

る。 

3）ヘッジ方針 

同左 

3）ヘッジ方針 

同左 

4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動、キ

ャッシュ・フローとヘッジ

手段の間に高い相関関係が

あることを確認し、有効性

の評価としている。 

4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(9）消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。 

(9）消費税等の会計処理 

同左 

(9）消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資としてい

る。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

    ───── 

  

貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準 

当中間連結会計期間より「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は140,495百万円である。 

なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、中間連結財務諸表規則の

改正に伴い、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成している。 

    ───── 

  

固定資産の減損に係る会計基準 

当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用している。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

    ───── 

     

  

  

固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用している。 

これによる損益に与える影響はな

い。  



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
   至 平成17年９月30日） 

 当中間連結会計期間 
 （自 平成18年４月１日 
    至  平成18年９月30日） 

────── 中間連結貸借対照表関係   

 前中間連結会計期間まで固定負債の「そ

の他」に含めて表示していた繰延税金負債

は、金額的重要性が増したため、当中間連

結会計期間より「繰延税金負債」として区

分掲記している。なお、前中間会計期間の

固定負債の「その他」に含まれている繰延

税金負債は690百万円である。 

 

 前中間連結会計期間まで、流動負債の

「短期借入金」に含めて表示していた一年

内返済予定長期借入金を、金額的重要性が

増したため、当中間連結会計期間より「一

年内返済予定長期借入金」として区分掲記

している。なお、前中間連結会計期間末の

「短期借入金」に含まれている一年内返済

予定長期借入金は、132百万円である。 

  

──────  中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 前中間連結会計期間まで、営業活動によ

るキャッシュ・フローの「その他」に含め

て表示していた有形固定資産売却益を、金

額的重要性が増したため、当中間連結会計

期間より「有形固定資産売却益」として区

分掲記している。なお、前中間連結会計期

間の「その他」に含まれている有形固定資

産売却益は△1,464百万円である。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は277,463百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は285,765百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は287,645百万円である。 

※２ 投資有価証券の貸借対照表計

上額は投資評価引当金34百万

円を控除後の金額である。 

※２ 投資有価証券の貸借対照表計

上額は投資評価引当金30百万

円を控除後の金額である。 

※２ 投資有価証券の連結貸借対照

表計上額は投資評価引当金30 

百万円を控除後の金額であ

る。 

※３   ──────   ※３ 預り担保金 

投資有価証券には貸付有価証

券5,879百万円が含まれてお

り、その担保として受け入れ

た金額を流動負債のその他と

して、4,430百万円計上してい

る。   

   

※３   ──────    

４  保証債務等 

(1）債務保証契約 

４  保証債務等 

(1）債務保証契約 

４  保証債務等 

(1）債務保証契約 

被保証者 
保証金額 
（百万円） 

被保証債務
の内容 

従業員 1,962 
住宅資金借
入金等 

㈱アイネシ
ステム 

12 
リースによ
る債務 

㈱サクシー
ド 

3 
リースによ
る債務 

その他２社 0 
リースによ
る債務 

計 1,979 － 

被保証者 
保証金額 
（百万円）

被保証債務
の内容 

従業員 1,726
住宅資金借
入金等 

  

  

  

  

計 1,726 － 

被保証者 
保証金額 
（百万円） 

被保証債務
の内容 

従業員 1,883 
住宅資金借
入金等 

    

    

    

    

計 1,883 － 

５  輸出為替 

手形割引高 
3,303百万円

５  輸出為替 

手形割引高 
944百万円

５  輸出為替 

手形割引高 
476百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費用及び金額は次のとおり

である。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費用及び金額は次のとおり

である。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費用及び金額は次のとおり

である。 

   百万円

(1）販売促進費 22,225

(2）販売助成費 30,131

(3）運送費 11,912

(4）広告宣伝費 8,483

(5）
製品保証引当金繰

入額 
5,564

(6）
給与手当、賞与

及び福利費 
30,634

(7）減価償却費 2,027

(8）退職給付費用 1,919

   百万円

(1）販売促進費 19,502

(2）販売助成費 25,034

(3）運送費 10,177

(4）広告宣伝費 9,684

(5）
製品保証引当金繰

入額 
5,303

(6）
給与手当、賞与

及び福利費 
31,496

(7）減価償却費 2,204

(8）退職給付費用 1,048

   百万円

(1）販売促進費 49,605

(2）販売助成費 59,574

(3）運送費 25,957

(4）広告宣伝費 17,313

(5）
製品保証引当金繰

入額 
5,767

(6）
給与手当、賞与

及び福利費 
61,280

(7）減価償却費 4,509

(8）退職給付費用 3,909

※２ 中間決算期が６月30日の連結

子会社について、当中間連結

決算期より、当該連結子会社

において中間連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく中

間財務諸表を使用する方法に

変更した。この変更により生

じた中間連結会計期間外の損

益である。 

※２   ────── ※２ 決算期が12月31日の連結子会

社について、当連結決算期よ

り、当該連結子会社において

連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用

する方法に変更した。この変

更により生じた連結会計期間

外の損益である。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりである。 

  百万円

建物及び構築物 11

機械装置及び運搬具 75

工具・器具及び備品 35

土地 1,342

合計 1,464

  百万円

建物及び構築物 0

機械装置及び運搬具 81

工具・器具及び備品 3

土地 11,852

その他 0

合計 11,938

  百万円

建物及び構築物 15

機械装置及び運搬具 71

工具・器具及び備品 23

土地 3,055

その他 27

合計 3,193

※４ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。 

※４ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。 

※４ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。 

  百万円

建物及び構築物 222

機械装置及び運搬具 62

工具・器具及び備品 58

ソフトウェア 6

合計 349

  百万円

建物及び構築物 208

機械装置及び運搬具 47

工具・器具及び備品 35

その他 1

合計 292

  百万円

建物及び構築物 501

機械装置及び運搬具 117

工具・器具及び備品 48

ソフトウェア 25

その他 37

合計 729

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※５ 経営改善のための施策の一環

として実施した早期退職優遇

制度に伴うものである。 

※５   ────── ※５ 経営改善のための施策の一環

として実施した早期退職優遇

制度に伴うものである。 



      （中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加13,118株は単元未満株式の買取、減少2,267株は単位未満株の売却である。 

  

  ２．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はない。 

  ３．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式  254,230,058 － － 254,230,058 

合計 254,230,058 － － 254,230,058 

 自己株式         

   普通株式 （注） 247,060 13,118 2,267 257,911 

合計 247,060 13,118 2,267 257,911 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 － －  平成18年３月31日  平成18年６月28日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間 

期末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金

額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  百万円

現金及び預金勘定 61,251

現金及び現金同等物 61,251

  百万円

現金及び預金勘定 87,937

現金及び現金同等物 87,937

  百万円

現金及び預金勘定 60,126

現金及び現金同等物 60,126



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（借

主側） 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（借

主側） 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（借

主側） 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

      百万円

建物及び

構築物 

  取得価額相当額 1,517

    減価償却累計額相当額 774

    中間期末残高相当額 743

機械装置

及び運搬

具 

  

取得価額相当額 6,112

    減価償却累計額相当額 4,349

    中間期末残高相当額 1,762

工具・器

具及び備

品 

  

取得価額相当額 7,792

    減価償却累計額相当額 4,671

    中間期末残高相当額 3,120

その他   取得価額相当額 429

    減価償却累計額相当額 298

    中間期末残高相当額 131

合計   取得価額相当額 15,852

    減価償却累計額相当額 10,094

    中間期末残高相当額 5,758

      百万円

建物及び

構築物 

  取得価額相当額 1,469

    減価償却累計額相当額 775

    中間期末残高相当額 693

機械装置

及び運搬

具 

  

取得価額相当額 4,516

    減価償却累計額相当額 3,444

    中間期末残高相当額 1,072

工具・器

具及び備

品 

  

取得価額相当額 6,388

    減価償却累計額相当額 3,245

    中間期末残高相当額 3,142

その他   取得価額相当額 311

    減価償却累計額相当額 190

    中間期末残高相当額 120

合計   取得価額相当額 12,685

    減価償却累計額相当額 7,656

    中間期末残高相当額 5,029

      百万円

建物及び

構築物 

  取得価額相当額  1,622

    減価償却累計額相当額 922

    期末残高相当額 700

機械装置

及び運搬

具 

  

取得価額相当額 5,295

    減価償却累計額相当額 3,852

    期末残高相当額 1,442

工具・器

具及び備

品 

  

取得価額相当額 5,940

    減価償却累計額相当額 3,029

    期末残高相当額 2,910

その他   取得価額相当額 241

    減価償却累計額相当額 157

    期末残高相当額 84

合計   取得価額相当額 13,100

    減価償却累計額相当額 7,963

    期末残高相当額 5,136

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

  百万円

１年以内 2,406

１年超 3,259

合計 5,666

  百万円

１年以内 1,795

１年超 3,248

合計 5,043

  百万円

１年以内 2,019

１年超 3,114

合計 5,133

(3）支払リース料・減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料・減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費及

び支払利息相当額 

  百万円

支払リース料 1,734

減価償却費相当額 1,359

支払利息相当額 104

  百万円

支払リース料 3,314

減価償却費相当額 2,744

支払利息相当額 237

  百万円

支払リース料 3,280

減価償却費相当額 2,850

支払利息相当額 206

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

より算定している。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

り算定している。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）支払利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側） 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側） 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側） 

未経過リース料 

  百万円

１年以内 1,572

１年超 2,347

合計 3,919

  百万円

１年以内 867

１年超 1,226

合計 2,094

  百万円

１年以内 1,215

１年超 1,084

合計 2,300

３．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（貸

主側） 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

３．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（貸

主側） 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

３．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（貸

主側） 

未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年以内 245

１年超 261

合計 506

  百万円

１年以内 76

１年超 207

合計 284

  百万円

１年以内 105

１年超 232

合計 337

上記は転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料中間期末

残高相当額である。 

なお、借主側の残高はほぼ同額

であり上記の借主側の未経過リ

ース料中間期末残高相当額に含

まれている。 

同左 上記は転貸リース取引に係る貸

主側の未経過リース料期末残高

相当額である。 

なお、借主側の残高はほぼ同額

であり上記の借主側の未経過リ

ース料期末残高相当額に含まれ

ている。 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な「有価証券」 

（当中間連結会計期間末）（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な「有価証券」 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,936 10,754 7,817 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 2,936 10,754 7,817 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 1,151 

非上場の外国債券 7 

(2）子会社株式及び関連会社株式 287 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,578 8,637 6,059 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 2,578 8,637 6,059 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 1,035 

非上場の外国債券 5 

(2）子会社株式及び関連会社株式 291 



（前連結会計年度末）（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な「有価証券」 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,974 13,468 10,493 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 2,974 13,468 10,493 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 1,194 

非上場の外国債券 6 

(2）子会社株式及び関連会社株式 285 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

民生用機
器事業 
（百万円） 

産業用機
器事業 
（百万円） 

電子デバ
イス事業 
（百万円） 

ソフト・
メディア
事業 
（百万円） 

その他事
業 
（百万円）

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高                 

(1）外部顧客に対する売上高 288,055 31,393 14,382 51,002 2,428 387,264 － 387,264 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
6,530 664 1,902 3,734 2,554 15,386 (15,386) － 

計 294,586 32,058 16,285 54,737 4,983 402,650 (15,386) 387,264 

Ⅱ．営業費用 298,958 32,379 16,511 53,310 4,721 405,882 (14,884) 390,997 

営業利益又は営業損失(△) △4,372 △321 △226 1,426 261 △3,231 (501) △3,733 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

民生用機
器事業 
（百万円） 

産業用機
器事業 
（百万円） 

電子デバ
イス事業 
（百万円） 

ソフト・
メディア
事業 
（百万円） 

その他事
業 
（百万円）

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高                 

(1）外部顧客に対する売上高 272,364 29,406 16,791 50,316 2,362 371,241 － 371,241 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
5,585 683 1,740 2,295 2,491 12,797 (12,797) － 

計 277,950 30,090 18,532 52,612 4,854 384,038 (12,797) 371,241 

Ⅱ．営業費用 277,414 31,071 18,562 52,600 4,061 383,711 (11,785) 371,925 

営業利益又は営業損失(△) 535 △981 △30 11 792 327 (1,011) △684 



（注）１．当グループの社内管理区分を基に製品・サービスの種類・性質等の類似性を考慮して区分している。 

２．各事業区分に属する主要な製品の名称 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用の金額は、734百万円、808百万円及び1,455百万円であり、その主なものは、当

社の管理部門に係る費用である。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

民生用機
器事業 
(百万円) 

産業用機
器事業 
(百万円) 

電子デバ
イス事業 
(百万円) 

ソフト・
メディア
事業 
(百万円) 

その他事
業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ．売上高                 

(1）外部顧客に対する売上高 600,397 67,563 30,247 103,943 4,748 806,899 － 806,899 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
13,411 1,304 4,140 6,737 5,000 30,593 (30,593) － 

計 613,808 68,868 34,387 110,680 9,748 837,493 (30,593) 806,899 

Ⅱ．営業費用 623,364 68,148 34,276 108,115 9,278 843,183 (29,392) 813,790 

営業利益又は営業損失(△) △9,556 720 110 2,565 470 △5,689 (1,201) △6,890 

事業区分 主要製品 

民生用機器事業 

液晶テレビ、プロジェクションテレビ、プラズマテレビ、ブラウン管テレビ、デジタルビ

デオカメラ、ビデオデッキ、ＤＶＤプレーヤー/レコーダー、ＭＤ・ＣＤ・ＤＶＤコンポ

他オーディオ関連機器、カーＡＶシステム 

産業用機器事業 業務用映像監視機器、業務用オーディオ機器、業務用ビデオ機器、業務用プロジェクター 

電子デバイス事業 モーター、光ピックアップ、高密度ビルドアップ多層基板、ディスプレイ用部品 

ソフト・メディア事業 
コンパクトディスク、ビデオディスク及びビデオテープ等の音楽・映像ソフト、記録メデ

ィア 

その他事業 インテリア家具、生産設備他 



【所在地別セグメント情報】 

 （注）１．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用の金額は、734百万円、808百万円及び1,455百万円であり、その主なものは、

当社の管理部門に係る費用である。 

２．国又は地域の区分の方法……………事業活動の相互関連性により区分している。 

３．各区分に属する主な国又は地域……米州 ：米国、カナダ、メキシコ等 

欧州 ：イギリス、ドイツ、フランス等 

アジア：シンガポール、マレーシア、タイ等 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

日本 
（百万円） 

米州 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 147,599 102,305 93,477 43,881 387,264 － 387,264 

(2）セグメント間の内部売上高 105,731 118 835 89,044 195,730 (195,730) － 

 計 253,331 102,423 94,313 132,926 582,995 (195,730) 387,264 

Ⅱ．営業費用 253,011 103,364 97,359 132,034 585,769 (194,771) 390,997 

 営業利益又は営業損失（△） 320 △940 △3,045 891 △2,774 (958) △3,733 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

日本 
（百万円） 

米州 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 130,118 89,447 102,054 49,620 371,241 － 371,241 

(2）セグメント間の内部売上高 90,784 955 913 74,312 166,966 (166,966) － 

 計 220,903 90,402 102,968 123,933 538,207 (166,966) 371,241 

Ⅱ．営業費用 218,848 91,990 103,472 124,461 538,773 (166,847) 371,925 

 営業利益又は営業損失（△） 2,054 △1,587 △504 △528 △565 (118) △684 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

日本 
（百万円） 

米州 
（百万円） 

欧州 
（百万円） 

アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 300,718 214,372 200,575 91,233 806,899 － 806,899 

(2）セグメント間の内部売上高 210,340 632 1,428 175,892 388,294 (388,294) － 

 計 511,059 215,004 202,004 267,125 1,195,194 (388,294) 806,899 

Ⅱ．営業費用 507,016 221,358 205,479 265,368 1,199,222 (385,431) 813,790 

 営業利益又は営業損失（△） 4,043 △6,354 △3,474 1,757 △4,028 (2,862) △6,890 



【海外売上高】 

 （注）１．国又は地域の区分の方法……………事業活動の相互関連性により区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域……米州 ：米国、カナダ、メキシコ等 

欧州 ：イギリス、ドイツ、フランス等 

アジア：シンガポール、マレーシア、タイ等 

その他：オセアニア等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額（ただし、連結会社間

の内部売上は除く）である。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

米州 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ． 海外売上高（百万円） 104,324 96,909 55,681 4,344 261,260 

Ⅱ． 連結売上高（百万円）         387,264 

Ⅲ． 海外売上高の連結売上高に占

める割合（％） 
27.0 25.0 14.4 1.1 67.5 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

米州 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ． 海外売上高（百万円） 91,809 103,712 58,294 3,985 257,802 

Ⅱ． 連結売上高（百万円）         371,241 

Ⅲ． 海外売上高の連結売上高に占

める割合（％） 
24.7 27.9 15.7 1.1 69.4 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

米州 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ． 海外売上高（百万円） 218,602 206,869 113,482 8,829 547,784 

Ⅱ． 連結売上高（百万円）         806,899 

Ⅲ． 海外売上高の連結売上高に占

める割合（％） 
27.1 25.6 14.1 1.1 67.9 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間純利益金額又は中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 574円27銭

１株当たり中間純損失 60円28銭

１株当たり純資産額 555円36銭

１株当たり中間純利益 19円79銭

１株当たり純資産額 536円61銭

１株当たり当期純損失 120円50銭

なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益は潜在株式が

存在しないため記載していな

い。 

  

同 左 なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益は潜在株式が

存在しないため記載していな

い。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間純利益金額又は中間( 

当期）純損失金額 
      

中間純利益又は中間（当期）純損失

（△）（百万円） 
△15,310 5,025 △30,607 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間純利益又は中間

（当期）純損失（△）（百万円） 
△15,310 5,025 △30,607 

期中平均株式数（千株） 254,003 253,977 253,997 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、平成17年10月27日開催の取締役会において、ドイツ連邦共和国ベルリン市の欧州域内向けビデオ関連

商品生産拠点である当社連結子会社のJVC Video Manufacturing Europe GmbH（ビデオ機器生産能力 年間70万

台）の生産活動を、急激な価格下落や、それに伴う相対的な人件費のコストアップにより、生産継続が困難と判

断し、平成18年１月末を目処に生産活動を終了することを決議した。なお、同社は今後外部調達管理及び欧州に

おける品質管理の拠点として活動を継続する。現時点で金額的影響は未確定である。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はない。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はない。 



(2）【その他】 

  該当事項はない。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   26,679   49,996 22,267   

２．受取手形   3,772   3,857 4,450   

３．売掛金   52,166   44,588 49,511   

４．たな卸資産   50,769   38,475 42,734   

５．未収入金   21,652   20,877 25,685   

６. 繰延税金資産   16,921   16,222 16,563   

７．その他   2,580   1,195 1,691   

８．貸倒引当金   △1,459   △997 △898   

流動資産合計     173,083 50.7 174,216 51.7   162,006 49.0

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１．建物   13,798   12,660 13,223   

２．機械及び装置   7,571   6,485 6,371   

３．土地   12,284   11,413 12,241   

４．その他   14,066 47,721 14.0 13,769 44,329 13.2 13,786 45,622 13.8

(2）無形固定資産     3,874 1.1 3,488 1.0   3,919 1.2

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  ※３  9,278   6,897 11,730   

２．関係会社株式 ※２ 92,781   95,059 94,561   

３．その他 ※２ 14,653   12,958 12,927   

４．貸倒引当金   △315 116,398 34.2 △263 114,651 34.0 △306 118,912 36.0

固定資産合計     167,994 49.3 162,468 48.2   168,454 51.0

Ⅲ 繰延資産           

１．社債発行費   ―     95 ―     

 繰延資産合計     ―   － 95 0.1   ―   －

資産合計     341,078 100.0 336,780 100.0   330,461 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   5,971   3,425 3,215   

２．買掛金   55,866   39,233 53,158   

３. 短期借入金   20,000   16,400 20,000   

４．一年内償還予定社
債 

  20,000   10,000 20,000   

５．一年内返済予定長
期借入金 

  ―    4,590 ―    

６．未払法人税等   274   486 279   

７．未払費用   35,762   28,146 26,069   

８．製品保証引当金   1,548   1,224 1,512   

９．事業構造改善引当
金 

  1,015   ― ―    

10．その他 ※３  8,975   23,394 20,015   

流動負債合計     149,412 43.8 126,900 37.7   144,250 43.7

Ⅱ 固定負債           

１．社債   10,000   20,000 10,000   

２．長期借入金   30,000   38,910 30,000   

３．退職給付引当金   10,402   4,891 7,141   

４．繰延税金負債   ―    1,735 3,476   

固定負債合計     50,402 14.8 65,537 19.4   50,618 15.3

負債合計     199,815 58.6 192,437 57.1   194,868 59.0

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     34,115 10.0 ― －   34,115 10.3

Ⅱ 資本剰余金           

  資本準備金   67,216   ― 67,216   

資本剰余金合計     67,216 19.7 ― －   67,216 20.3

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   5,463   ― 5,463   

２．任意積立金   34,084   ― 34,084   

３．中間（当期）未処
分利益又は未処理
損失（△） 

  △3,351   ― △10,441   

利益剰余金合計     36,196 10.6 ― －   29,105 8.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    3,921 1.2 ― －   5,354 1.6

Ⅴ 自己株式     △187 △0.1 ― －   △199 △0.0

資本合計     141,262 41.4 ― －   135,592 41.0

負債・資本合計     341,078 100.0 ― －   330,461 100.0 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本              

１ 資本金    ― －  34,115 10.1  ― － 

２ 資本剰余金            

(1) 資本準備金  ―   67,216   ―   

資本剰余金合計   ― －  67,216 20.0  ― － 

３ 利益剰余金            

(1) 利益準備金  ―   5,463   ―   

(2) その他利益剰余
金  ―   34,348   ―   

圧縮記帳積立金  ―   408   ―   

別途積立金  ―   33,650   ―   

繰越利益剰余金  ―   380   ―   

利益剰余金合計    ― －  39,901 11.9  ― － 

４ 自己株式    ― －  △205 △0.1  ― － 

株主資本合計    ― －  141,028 41.9  ― － 

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券評
価差額金   ―    2,819    ―   

２ 繰延ヘッジ損益   ―    495    ―   

評価・換算差額等合
計   ― －  3,314 1.0  ― － 

純資産合計   ― －  144,342 42.9  ― － 

負債純資産合計   ― －  336,780 100.0  ― － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

Ⅰ 売上高     214,660 100.0 182,517 100.0   433,121 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   159,261 74.2 137,194 75.2   323,714 74.7

売上総利益     55,399 25.8 45,323 24.8   109,406 25.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   58,439 27.2 47,149 25.8   112,770 26.1

営業損失     3,040 △1.4 1,826 △1.0   3,363 △0.8

Ⅳ 営業外収益 ※２   2,512 1.2 1,275 0.7   2,769 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※３   2,699 1.3 1,989 1.1   4,226 0.9

経常損失     3,227 △1.5 2,539 △1.4   4,820 △1.1

Ⅵ 特別利益 ※４   1,690 0.8 15,229 8.3   3,323 0.8

Ⅶ 特別損失 ※５   7,226 3.4 1,086 0.5   10,241 2.4

税引前中間純利益
又は税引前中間
(当期）純損失
（△） 

    △8,763 △4.1 11,602 6.4   △11,739 △2.7

法人税、住民税及
び事業税 

  846   810 1,575   

法人税等調整額   24 870 0.4 △3 806 0.5 3,408 4,984 1.2

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

    △9,633 △4.5 10,796 5.9   △16,723 △3.9

            

前期繰越利益又は
前期繰越損失
（△） 

    6,282 ―   6,282 

自己株式処分差損     0 ―   0 

中間（当期）未処
理損失 

    3,351 ―   10,441 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

 当中間会計期間(自 平成18年4月１日 至 平成18年９月30日)  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
圧縮記帳

積立金 

別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
34,115 67,216 67,216 5,463 434 33,650 △10,441 29,105 △199 130,238 

中間会計期間中の変動額           

圧縮記帳積立金の取崩         △26   26 －   － 

中間純利益             10,796 10,796   10,796 

自己株式の取得                 △7 △7 

自己株式の処分                 1 1 

自己株式処分差額             △0 △0   △0 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
 －  － －   － △26 －  10,821 10,795 △6 10,789 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
34,115 67,216 67,216 5,463 408 33,650 380 39,901 △205 141,028 

            

   

 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価

差額 
繰延ヘッジ損益 

評価換算差額等 

合計  
純資産合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
5,354 ―   5,354 135,592 

中間会計期間中の変動額     

圧縮記帳積立金の取崩       － 

中間純利益       10,796 

自己株式の取得       △7 

自己株式の処分       1 

自己株式処分差額       △0 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
△2,534 495 △2,039 △2,039 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△2,534 495 △2,039 8,750 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2,819 495 3,314 144,342 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

関係会社株式は移動平均法に

よる原価法によっている。そ

の他有価証券については、時

価のあるものは中間決算日の

市場価格に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平

均法により算定）、時価のな

いものは移動平均法による原

価法によっている。 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

関係会社株式は移動平均法に

よる原価法によっている。そ

の他有価証券については、時

価のあるものは中間決算日の

市場価格に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定）、時価の

ないものは移動平均法による

原価法によっている。 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

関係会社株式は移動平均法に

よる原価法によっている。そ

の他有価証券については、時

価のあるものは決算日の市場

価格に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）、時価のないも

のは移動平均法による原価法

によっている。 

(2）デリバティブ 

時価法によっている。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

製品、仕掛品、原材料、貯蔵

品はいずれも総平均法に基づ

く原価法によっている。 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

イ. 有形固定資産 

資産の経済的若しくは機能的

な実情を考慮して決定した耐

用年数（法定耐用年数を20％

～40％短縮。）に基づき、定

率法によっている。 

２．固定資産の減価償却の方法 

イ. 有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

イ. 有形固定資産 

同左 

ロ. 無形固定資産 

定額法によっている。なお、

販売用製品機器組込ソフトウ

ェアについては、関連製品の

ライフサイクルにおける見込

販売数量の動向を勘案し、製

品群別見込販売可能期間（３

年以内）に基づく定額法、自

社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能

期間（３～５年）に基づく定

額法によっている。 

  ロ. 無形固定資産 

同左 

ロ. 無形固定資産 

     同左 

ハ．長期前払費用 

定額法によっている。 

 ハ．長期前払費用 

同左 

ハ．長期前払費用 

     同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）投資評価引当金 

市場価格のない関係会社株式

及び関係会社出資金の実質価

額の低下額を基礎として設定

している。 

なお、中間貸借対照表上は、

関係会社株式及び関係会社出

資金から当該引当金を控除し

て表示している。 

(2）投資評価引当金 

同左 

(2）投資評価引当金 

市場価格のない関係会社株式

及び関係会社出資金の実質価

額の低下額を基礎として設定

している。 

なお、貸借対照表上は、関係

会社株式及び関係会社出資金

から当該引当金を控除して表

示している。 

(3）製品保証引当金 

販売製品に係る一定期間内の無

償サービスを対象とし、無償サ

ービス実績率に基づいて算定し

た金額をもって設定している。 

(3）製品保証引当金 

同左 

(3）製品保証引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる金額を計上してい

る。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしている。 

過去勤務債務の額は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法によってい

る。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度に

おいて発生していると認めら

れる金額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理している。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしている。 

過去勤務債務の額は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法によってい

る。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5）事業構造改善引当金 

事業構造改革に伴い、今後発生

が見込まれる費用について合理

的な見積額を計上している。 

(5）   ───── 

    

(5）   ───── 

     

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してい

る。なお、為替予約については

振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を、金利スワッ

プについては特例処理の要件を

満たしている場合は、特例処理

を採用している。 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約及び通

貨オプション 

外貨建営業債権

債務及び外貨建

予定取引 

金利スワップ 社債 

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 

内規に基づき、為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘッジし

ている。為替予約及び通貨オプ

ションについては原則として１

年を超える長期契約は行わず、

実需のみの契約を行う方針であ

る。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動、キャッ

シュ・フローとヘッジ手段の間

に高い相関関係があることを確

認し、有効性の評価としてい

る。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

    ─────  貸借対照表の純資産の部の表示に関

 する会計基準 

当中間会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用している。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は143,847百万円である。 

なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。 

    ───── 

  固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）

を適用している。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

 ──────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

8月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第6号）を適

用している。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の 

減価償却累計額 

百万円

183,472

百万円

180,957

百万円

185,129

※２ このうちから控除

されている投資評

価引当金 

  百万円

関係会社株式 129

関係会社出資

金 

333

(投資その他の資産「その

他」に含む。) 

  百万円

関係会社株式 209

関係会社出資

金 

2,927

(投資その他の資産「その

他」に含む。) 

  百万円

関係会社出資

金 

2,958

(投資その他の資産「その

他」に含む。) 

※３ 預り担保金    ───── 投資有価証券には貸付有価

証券5,879百万円が含まれて

おり、その担保として受け

入れた金額を流動負債のそ

の他として、4,430百万円計

上している。   

   ───── 

○保証債務等 

債務保証契約 

  

百万円

  

百万円

  

百万円
  従業員 

(住宅資金借入金

等) 

1,962

   
   

従業員 

(住宅資金借入金

等) 

1,726

   
   

従業員 

(住宅資金借入金

等) 

1,883

  

○経営指導念書等 百万円 百万円 百万円
  ビクターレジャー

システム株式会社 

(リースによる債

務) 

26

上海ＪＶＣ電器有

限公司 

  
1,902

ビクターレジャー

システム株式会社 

(リースによる債

務) 

4

○輸出為替手形割引 

 高 
  

百万円

4,201

百万円

2,881

百万円

1,345



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 減価償却実施額 百万円 百万円 百万円 

  有形固定資産 5,458

無形固定資産 947

有形固定資産 5,127

無形固定資産 1,342

有形固定資産 12,495

無形固定資産 2,269

※２ 営業外収益の重

要項目 

百万円 百万円 百万円 

受取利息 0

受取配当金 2,045

公的補助金収入 350

受取利息 6

受取配当金 900

公的補助金収入 47

受取利息 1

受取配当金 2,162

 公的補助金収入 468

※３ 営業外費用の重

要項目 

百万円 百万円 百万円 

支払利息 305

   

支払利息 270

  

支払利息 206

※４ 特別利益の重要

項目 

百万円 百万円 百万円 

土地売却益 1,006

   

土地売却益 11,852

投資有価証券売却益 2,444

関係会社株式売却益 528

土地売却益 2,696

貸倒引当金戻入益 94

事業構造改善引当金

戻入益 

185

※５ 特別損失の重要

項目 

百万円 百万円 百万円 

経営改善のための施策の一

環として実施した早期退職

優遇制度に伴うものであ

る。 

特別退職金 6,580

投資有価証券評価損 314

固定資産売却及び 

除却損 
270

投資有価証券評価損 131

役員退職慰労金 39

たな卸資産廃棄損 466

経営改善のための施策の一

環として実施した早期退職

優遇制度に伴うものであ

る。 

固定資産売却及び 

除却損 
420

投資有価証券評価損 299

役員退職慰労金 19

投資評価引当金 

繰入額 

2,626

特別退職金 6,486

       

       



      （中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加13,118株は単元未満株式の買取、減少2,267株は単位未満株の売却である。 

  
前事業年度末  

株式数（株） 

当中間会計期間  

増加株式数（株）

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 自己株式         

   普通株式 （注） 247,060 13,118 2,267 257,911 

合計 247,060 13,118 2,267 257,911 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主

側） 

      

(1）リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

（期末）残高相当額 

建物及び構築物 百万円

取得価額相当額 0

減価償却累計額相当額 0

中間期末残高相当額 0

機械及び装置 百万円

取得価額相当額 5,184

減価償却累計額相当額 3,782

中間期末残高相当額 1,401

工具・器具及び備品 

(有形固定資産「その

他」に含む。) 百万円

取得価額相当額 6,057

減価償却累計額相当額 3,874

中間期末残高相当額 2,182

その他 百万円

取得価額相当額 286

減価償却累計額相当額 194

中間期末残高相当額 91

合計 百万円

取得価額相当額 11,527

減価償却累計額相当額 7,851

中間期末残高相当額 3,675

建物及び構築物 百万円

取得価額相当額 0

減価償却累計額相当額 0

中間期末残高相当額 0

機械及び装置 百万円

取得価額相当額 4,010

減価償却累計額相当額 3,060

中間期末残高相当額 950

工具・器具及び備品 

(有形固定資産「その

他」に含む。) 百万円

取得価額相当額 4,657

減価償却累計額相当額 2,249

中間期末残高相当額 2,408

その他 百万円

取得価額相当額 196

減価償却累計額相当額 127

中間期末残高相当額 69

合計 百万円

取得価額相当額 8,864

減価償却累計額相当額 5,436

中間期末残高相当額 3,427

建物及び構築物 百万円

取得価額相当額 0

減価償却累計額相当額 0

期末残高相当額 0

機械及び装置 百万円

取得価額相当額 4,660

減価償却累計額相当額 3,390

期末残高相当額 1,270

工具・器具及び備品 

(有形固定資産「その

他」に含む。) 百万円

取得価額相当額 4,157

減価償却累計額相当額 2,118

期末残高相当額 2,039

その他 百万円

取得価額相当額 156

減価償却累計額相当額 101

期末残高相当額 55

合計 百万円

取得価額相当額 8,975

減価償却累計額相当額 5,610

期末残高相当額 3,365

(2）未経過リース料中間期

末（期末）残高相当額 

  百万円

１年以内 1,866

１年超 1,791

合計 3,658

  百万円

１年以内 1,307

１年超 2,101

合計 3,408

  百万円

１年以内 1,490

１年超 1,840

合計 3,331

(3）当中間期（当期）の支

払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息

料相当額 

  百万円

支払リース料 1,315

減価償却費相当額 1,022

支払利息料相当額 61

  百万円

支払リース料 943

減価償却費相当額 870

支払利息料相当額 51

  百万円

支払リース料 2,491

減価償却費相当額 2,345

支払利息相当額 129

(4）減価償却費相当額の算

定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リー

ス取引 

未経過リース料（借主

側） 

  百万円

１年以内 200

１年超 278

合計 478

  百万円

１年以内 187

１年超 271

合計 459

  百万円

１年以内 206

１年超 310

合計 517

 



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな

い。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、平成17年10月27日開催の取締役会において、ドイツ連邦共和国ベルリン市の欧州域内向けビデオ関連

商品生産拠点である当社連結子会社のJVC Video Manufacturing Europe GmbH（ビデオ機器生産能力 年間70万

台）の生産活動を、急激な価格下落や、それに伴う相対的な人件費のコストアップにより、生産継続が困難と判

断し、平成18年１月末を目処に生産活動を終了することを決議した。なお、同社は今後外部調達管理及び欧州に

おける品質管理の拠点として活動を継続する。現時点で金額的影響は未確定である。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はない。  

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はない。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引（貸主

側） 

      

未経過リース料中間期末

（期末）残高相当額 

  百万円

１年以内 193

１年超 6

合計 200

  百万円

１年以内 25

１年超 －

合計 25

  百万円

１年以内 64

１年超 －

合計 64

  （注）上記は転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料

中間期末残高相当額であ

る。 

なお、借主側の残高はほぼ

同額であり、前頁１．(2)の

借主側の未経過リース料中

間期末残高相当額に含まれ

ている。 

同左 （注）上記は転貸リース取引に係

る貸主側の未経過リース料

期末残高相当額である。 

なお、借主側の残高はほぼ

同額であり、前頁１．(2)の

借主側の未経過リース料期

末残高相当額に含まれてい

る。 



(2）【その他】 

  該当事項はない。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第117期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出。 

(2）発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

平成18年８月23日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（重要な資産の譲渡）の規定に基づく臨時報告書を平成18

年９月１日関東財務局長に提出。 

(4）訂正発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

平成18年９月１日関東財務局長に提出。 

(5）発行登録追補書類 

平成18年９月５日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はない。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月16日 

日 本 ビ ク タ ー 株 式 会 社   

 取 締 役 会 御 中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 落合 孝彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 縄田 直治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ビクター株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結

会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結

財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基

準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に

関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中

間連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ビクター株式会社及び連結子会社の平成17年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出

会社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月15日 

日 本 ビ ク タ ー 株 式 会 社   

 取 締 役 会 御 中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 落合 孝彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 縄田 直治  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 服部 將一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本ビクター株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結

会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結

財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基

準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に

関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中

間連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ビクター株式会社及び連結子会社の平成18年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出

会社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月16日 

日 本 ビ ク タ ー 株 式 会 社   

 取 締 役 会 御 中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 落合 孝彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 縄田 直治  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ビクター株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第117期事

業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、す

なわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準

は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務

諸表の作成基準に準拠して、日本ビクター株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出

会社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月15日 

日 本 ビ ク タ ー 株 式 会 社   

 取 締 役 会 御 中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 落合 孝彰  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 縄田 直治  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 服部 將一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ビクター株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第118期事

業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、す

なわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準

は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務

諸表の作成基準に準拠して、日本ビクター株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出

会社が別途保管している。 
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